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議案第３号

令和６年度別海町一般会計予算

令和６年度別海町一般会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第４号

令和６年度別海町国民健康保険特別会計予算

令和６年度別海町国民健康保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第５号

令和６年度別海町介護サービス事業特別会計予算

令和６年度別海町介護サービス事業特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第６号

令和６年度別海町介護保険特別会計予算

令和６年度別海町介護保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第７号

令和６年度別海町後期高齢者医療特別会計予算

令和６年度別海町後期高齢者医療特別会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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― １ ―

議案第８号

令和６年度町立別海病院事業会計予算

令和６年度町立別海病院事業会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第９号

令和６年度別海町水道事業会計予算

令和６年度別海町水道事業会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１０号

令和６年度別海町下水道等事業会計予算

令和６年度別海町下水道等事業会計予算を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１１号

令和５年度別海町一般会計補正予算

令和５年度別海町一般会計補正予算（第１１号）を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１２号

令和５年度別海町国民健康保険特別会計補正予算

令和５年度別海町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１３号

令和５年度別海町介護サービス事業特別会計補正予算

令和５年度別海町介護サービス事業特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出す

る。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１４号

令和５年度別海町介護保険特別会計補正予算

令和５年度別海町介護保険特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１５号

令和５年度別海町後期高齢者医療特別会計補正予算

令和５年度別海町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１６号

令和５年度町立別海病院事業会計補正予算

令和５年度町立別海病院事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

- 14 -



議案第１７号

令和５年度別海町水道事業会計補正予算

令和５年度別海町水道事業会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１８号

令和５年度別海町下水道等事業会計補正予算

令和５年度別海町下水道等事業会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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議案第１９号

別海町部設置条例及び別海町が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調

査結果の縦覧等の手続に関する条例の一部を改正する条例の制定について

別海町部設置条例及び別海町が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結

果の縦覧等の手続に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町部設置条例及び別海町が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調

査結果の縦覧等の手続に関する条例の一部を改正する条例

（別海町部設置条例の一部改正）

第１条 別海町部設置条例（平成９年別海町条例第４号）の一部を次のように改正する。

第１条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。

(３) 保健生活部

第２条を次のように改める。

（分掌事務）

第２条 前条に定める各部の分掌は、次のとおりとする。

総務部

(１) 職員の進退及び身分に関する事項
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(２) 議会及び町の行政一般に関する事項

(３) 町の歳入歳出予算、税その他の財務に関する事項

(４) 町の重要施策の総合企画及び町行政の総合調整に関する事項

(５) 町の総合開発計画に関する事項

(６) 地域の振興に関する事項

(７) 統計、広報、条例その他他部の主管に属しない事項

福祉部

(１) 社会福祉に関する事項

(２) 社会保障に関する事項

(３) 介護保険及び介護支援に関する事項

保健生活部

(１) 保健衛生に関する事項

(２) 生活環境の保全に関する事項

(３) 日常生活の安定向上に関する事項

産業振興部

(１) 農業に関する事項

(２) 水産業に関する事項

(３) 林業及び自然環境の保全に関する事項

(４) 商業及び工業に関する事項

(５) 労働に関する事項

(６) 観光に関する事項

(７) その他産業経済及びみどり推進に関する事項

建設水道部

(１) 土木に関する事項

(２) 建築に関する事項

(３) 下水道に関する事項

(４) 水道に関する事項

（別海町が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に

関する条例の一部改正）
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第２条 別海町が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手

続に関する条例（平成１０年別海町条例第３１号）の一部を次のように改正する。

第４条第１項第１号及び第６条第１項第１号中「福祉部町民課」を「保健生活部生活

環境課」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第２０号

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

職員の育児休業等に関する条例（平成４年別海町条例第８号）の一部を次のように改正

する。

第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に

規定する会計年度任用職員を除く。）」を削る。

第８条中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加える。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第２１号

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

第２号会計年度任用職員の給与に関する条例（令和元年別海町条例第２７号）の一部を

次のように改正する。

第２０条中「２５０，０００円」を「３００，０００円」に改める。

第２０条の次に次の１条を加える。

（地域プロジェクトマネージャーの給与の特例）

第２０条の２ 第２号会計年度任用職員のうち、地域プロジェクトマネージャーの給料は、

第４条の規定にかかわらず、月額３９０，０００円以内とする。

２ 地域プロジェクトマネージャーには、第１４条及び第１６条の２の規定は、適用しな

い。

附 則
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この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第２２号

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例

別海町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例（平成２７年別海町条例第３３号）の一部を次のように改

正する。

第２条に次の２号を加える。

(５) 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務をい

う。

(６) 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。

第４条第１項中「法別表第２の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」

に、「同表の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に改め、同条第３項中
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「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に

掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改め、同項ただし書中「当該特定個人情

報」を「当該利用特定個人情報」に改める。

附 則

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。
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議案第２３号

別海町標津線代替輸送確保基金条例の一部を改正する条例の制定について

別海町標津線代替輸送確保基金条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町標津線代替輸送確保基金条例の一部を改正する条例

別海町標津線代替輸送確保基金条例（平成元年別海町条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。

題名を次のように改める。

別海町広域生活交通維持確保基金条例

第１条中「代替輸送事業」の次に「及び根室中部広域生活交通協議会における広域生活

交通の維持確保事業（以下「維持確保事業」という。）」を加え、「別海町標津線代替輸

送確保基金」を「別海町広域生活交通維持確保基金」に改める。

第５条中「次の各号」の次に「の経費」を加え、同条第１号中「代替バス事業者」の次

に「及び維持確保事業に係るバス事業者」を加え、同条に次の１号を加える。

(３) その他維持確保事業に資する事業

附 則
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この条例は、公布の日から施行する。

- 26 -



議案第２４号

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例の制定について

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例

別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年別海町条例第２９号）の一部を次のように改正する。

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改める。

第２３条中「重要事項を掲示しなければならない」を「重要事項を掲示するとともに、

電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを目的とし

て公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するも

のを除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。

第３５条第３項中「、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数」とあるのは「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の
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総数」と」を削る。

第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別

利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」と、」を、「総数」

と」の次に「、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とある

のは「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と」を加え

る。

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的

記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、令和６年４月１

日から施行する。
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議案第２５号

別海町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

別海町介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町介護保険条例の一部を改正する条例

別海町介護保険条例（平成１２年別海町条例第２２号）の一部を次のように改正する。

第４条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、同項第１号中「第３９条第１項第１号」を「第３８条第１項第１号」に、

「３０，６００円」を「２７，８００円」に改め、同項第２号及び第３号を次のように改

める。

(２) 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ４１，９００円

(３) 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ４２，２００円

第４条第１項第４号及び第５号中「令第３９条」を「令第３８条」に改め、同項第６号

から第９号までを次のように改める。

(６) 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ７３，４００円

(７) 令第３８条第１項第７号に掲げる者 ７９，５００円

(８) 令第３８条第１項第８号に掲げる者 ９１，８００円

- 29 -



(９) 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １０４，０００円

第４条第１項に次の４号を加える。

(１０) 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １１６，２００円

(１１) 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １２８，５００円

(１２) 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １４０，７００円

(１３) 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １４６，８００円

第４条第３項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に、「１８，３００円」を「１７，４００円」に改め、同条第４項中「令和３年度か

ら令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「１８,３００円」を「１

７，４００円」に、「３０，６００円」を「２９，６００円」に改め、同条第５項中「令

和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「１８,３００

円」を「１７，４００円」に、「４２，８００円」を「４１，９００円」に改める。

第６条第３項中「令第３９条第１項第１号イ」を「令第３８条第１項第１号イ」に、

「及びハ」を「若しくはニ」に、「又は第４条第１項第６号イ、第７号イ、第８号イ」を

「、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２号

ロ」に、「令第３９条第１項第１号から第９号まで」を「同項第１号から第１２号まで」

に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

第２条 改正後の第４条の規定は、令和６年度分の保険料から適用し、令和５年度以前の

年度分の保険料については、なお従前の例による。
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議案第２６号

介護保険関係基準省令の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例の制定につい

て

介護保険関係基準省令の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように制定

する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

介護保険関係基準省令の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例

（別海町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

係る基準に関する条例の一部改正）

第１条 別海町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に係る基準に関する条例（平成２５年別海町条例第１号）の一部を次のように改正する。

第６条第５項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第６項ただし書中

「同一施設内」を「同一敷地内」に改める。

第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第９条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方
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式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第

２０３条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第２４条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２号を

加える。

（８） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行

ってはならない。

（９） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を

「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブ

サイトに掲載しなければならない。

第４２条第２項中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、

第４号の次に次の１号を加える。

（５） 第２４条第９号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４７条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とする。

第４８条ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「同一敷地内の」

を削る。

第５１条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号

の次に次の２号を加える。

（５） 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第５６条第２項ただし書中「条」を「項」に改める。
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第５８条第２項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、

第２号の次に次の１号を加える。

（３） 第５１条第６号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第５９条の４ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「同一敷地内

にある」を削る。

第５９条の５第２項第１号イ中「アにかかわらず」を「アの規定にかかわらず」に改

める。

第５９条の９中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を

加える。

（５） 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第５９条の１９第２項中第６号を第７号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り

下げ、第２号の次に次の１号を加える。

（３） 第５９条の９第６号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第５９条の２０の３中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」を「同項

第５号」に改める。

第５９条の２４第１項ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「同

一敷地内にある」を削る。

第５９条の２９第２項中「指定居宅介護支援事業」を「指定居宅介護支援事業者」に

改める。

第５９条の３０中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、

第２号の次に次の２号を加える。

（３） 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。
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（４） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第５９条の３５第２項中「存し又は隣接若しくは」を「存し、又は隣接し、若しく

は」に改める。

第５９条の３７第２項中第７号を第８号とし、第４号から第６号までを１号ずつ繰り

下げ、第３号の次に次の１号を加える。

（４） 第５９条の３０第４号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第６２条第１項ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「同一敷地

内にある」を削る。

第６３条第２項第１号イ中「アにかかわらず」を「アの規定にかかわらず」に改める。

第６５条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部を改正する法

律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号

に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。

第６６条第１項ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「又は同一

敷地内にある他の事業所」を「又は他の事業所」に改め、「従事することができる。」

を削り、同項中「なお、共用型指定認知症対応型通所介護事業所」を「従事できるもの

とするほか、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所」に、「かつ、同一敷地内に

ある他の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えない。」を「かつ、同一

敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事することができるものとする。」に改める。

第７０条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加え

る。

（５） 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第７９条第２項中第６号を第７号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、

第２号の次に次の１号を加える。

（３） 第７０条第６号に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の
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心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第８０条後段中「とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」と第５９条」を「とあ

り、並びに第５９条」に改める。

第８２条第６項の表中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に」を「（１）当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所に」に、「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

の」を「（２）当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の」に、「前項」を「（１）の

項」に改め、同条第１０項ただし書中「表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に

中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の」を「表（１）の項」に改

める。

第８３条第１項ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「当該指定

小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げ

る施設等の業務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の業務

（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業

者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を

行っている場合には、これらの事業に係る業務を含む。）若しくは法第１１５条の４５

第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介

護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改め、同条第３項中

「第１９２条第２項」を「第１９２条第３項」に改める。

第８４条中「、訪問介護員等」を「若しくは訪問介護員等」に改める。

第８６条第２項第２号ウ中「ア及びイを満たす宿泊室（以下「個室」という。）」を

「ア及びイの基準を満たす宿泊室（以下この号において「個室」という。）」に改める。

第９２条第５号中「身体の拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体の拘

束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第６号中「身体の拘束等」を「身

体的拘束等」に改め、同条中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に

次の１号を加える。

（７） 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、
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その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。

第１０１条第３項中「規定する町介護保険事業計画をいう。」を「規定する町介護保

険事業計画であって、町が定めるものをいう。」に改める。

第１０６条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の設置）

第１０６条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上

に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における利

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催しなければならない。

第１０８条中「第３４条において同じ。」を「第３４条第１項において同じ。」に改

める。

第１１０条第１項ただし書中「場合において」を「場合であり、かつ」に改め、同条

第５項ただし書中「ただし」の次に「、当該計画作成担当者は」を加える。

第１１１条第１項ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「同一敷

地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。

第１２１条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」

を削る。

第１２５条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加

える。

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定め

るに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければ

ならない。

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う
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体制を、常時確保していること。

（２） 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、

利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を

町長に届け出なければならない。

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種

協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染

症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定

感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を

取り決めるように努めなければならない。

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関

である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時

等の対応について協議を行わなければならない。

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機関

に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるよ

うに努めなければならない。

第１２８条中「第１０４条」の次に「及び第１０６条の２」を加える。

第１３０条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条に次の１項を加える。

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の適用

については、同号ア中「１」とあるのは、「０．９」とする。

（１） 第１４９条において準用する第１０６条の２に規定する委員会において、

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取

組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定

期的に確認していること。

ア 利用者の安全及びケアの質の確保

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ウ 緊急時の体制整備
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エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介

護機器」という。）の定期的な点検

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修

（２） 介護機器を複数種類活用していること。

（３） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、

地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。

（４） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組

による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められるこ

と。

第１３１条ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「同一敷地内に

ある」及び「若しくは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の業務」を削る。

第１３２条第４項第１号ア本文を次のように改める。

一の介護居室の定員は、１人とする。

第１３２条第４項第４号中「居室」を「介護居室」に改める。

第１４７条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機

関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努め

なければならない。

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。

（２） 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関

との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関

の名称等を町長に届け出なければならない。

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定

医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症
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の発生時等の対応について協議を行わなければならない。

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の

医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができるように

努めなければならない。

第１４９条中「及び第９９条」を「、第９９条及び第１０６条の２」に改める。

第１５１条第４項中「第１５２条」を「次条」に改め、同条第８項第３号中「若しく

は」を「又は」に改め、「又は介護支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限

る。）」を削り、同条第１７項中「場合にあって」を「場合において」に改める。

第１６５条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当

該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、

１年に１回以上、緊急時における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等に

おける対応方法の変更を行わなければならない。

第１６６条ただし書中「、同一敷地内にある他の事業所」を「、他の事業所」に改め

る。

第１６９条第３項中「に対し、その資質の向上のための」を「の資質の向上のために、

その」に改める。

第１７２条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入院治療を必

要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力病院

（当該指定地域密着型介護老人福祉施設との間で、入所者が医療を必要とした際の連携

及び協力が合意されている病院をいう。）」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医

療機関（第３号に掲げる要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改

め、同項に後段として次のように加える。

この場合においては、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該

各号に掲げる要件を満たすことができる。

（１） 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。

（２） 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合におい

て診療を行う体制を、常時確保していること。
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（３） 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要する

と認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

第１７２条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入

所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を町

長に届け出なければならない。

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入

院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び

当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるように努め

なければならない。

第１７７条中「及び第５９条の１７第１項から第４項まで」を「、第５９条の１７第

１項から第４項まで及び第１０６条の２」に改める。

第１７８条中「、第３節及び前節」を「及び前２節」に改める。

第１８７条第４項中「に対し、その資質の向上のための」を「の資質の向上のために、

その」に改め、同条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理等

に係る研修を受講するよう努めなければならない。

第１８９条中「第４項まで」の次に「、第１０６条の２」を加える。

第１９０条中「介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号））第１７条の１

０に規定する看護小規模多機能型居宅介護」を「法第８条第２３項第１号に規定するも

の」に改める。

第１９１条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。

第１９２条第１項ただし書中「ただし」の次に「、当該管理者は」を加え、「同一敷

地内にある」及び「若しくは当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前
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条第７項各号に掲げる施設等」を削る。

第１９３条中「、訪問介護員等」を「若しくは訪問介護員等」に改める。

第１９５条第２項第２号ウ中「及びイ」の次に「の基準」を加える。

第１９７条第１号中「療養上の管理の下」を「当該利用者の居宅において、又はサー

ビスの拠点に通わせ、若しくは短時間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに

療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同条中第１１号を第１２号とし、第７

号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の次に次の１号を加える。

（７） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、

その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

研修を定期的に実施すること。

第２０２条中「及び第１０６条」を「、第１０６条及び第１０６条の２」に改める。

第２０３条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）」を削り、同条第２項中「以下」の次に「この項において」を加え、

「省令」を「条例」に改める。

（別海町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に係る基準に関する条例の一部改正）

第２条 別海町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に係る基準に関する条例（平成２５年別海町条例第２号）の一部を次のように改

正する。

第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有する
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ものとされた同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指

定介護療養型医療施設をいう。第４４条第６項において同じ。）の運営（同条第７項及

び７１条第９項において「指定居宅サービス事業等」という。）」を「健康保険法等の

一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４

８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設の運営（第４４条第７項及び第７

１条第９項において「指定居宅サービス事業等」という。）」に改める。

第１０条第１項中「同一敷地内にある」を削る。

第１１条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。

第９１条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。

第３２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を

「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイ

トに掲載しなければならない。

第４０条第２項中第６号を第７号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、

第２号の次に次の１号を加える。

（３） 第４２条第１１号に規定する身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由の記録

第４２条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号とし、

同条中第１３号を第１５号とし、第１０号から第１２号までを２号ずつ繰り下げ、第９

号の次に次の２号を加える。

（１０） 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。

（１１） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。
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第４４条第６項の表中「、指定介護療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０

５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）」

を削る。

第４５条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併設

する前条第６項の表に当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる

施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の業務、同一敷地内

の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第

６条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同

じ。）の業務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第６条第１項に

規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。以下同じ。）が、指定

夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第４７条第１項に規定す

る指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ。）、指定訪問介護事業者（北海道

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年北海道条例第９５号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第６条第１項

に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（指定居

宅サービス等基準条例第６５条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同

じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る

業務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援

総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業

所、施設等の職務」に改める。

第５３条第１項中「身体の拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体の拘

束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、そ

の結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

（３） 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期
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的に実施すること。

第６３条の次に次の１条を加える。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の設置）

第６３条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の

生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催しなければならない。

第７２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小規模

多機能型居宅介護事業所」を削る。

第７９条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を

削る。

第８３条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加え

る。

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機

関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努め

なければならない。

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。

（２） 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関

との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関

の名称等を、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った

町長に届け出なければならない。

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する

第２種協定指定医療機関（次項において「第２種協定指定医療機関」という。）との
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間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項

に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同

じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定

医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の

医療機関に入院した後に、当該利用者の症状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入所させ

ることができるように努めなければならない。

第８６条中「及び第６１条」を「、第６１条及び第６３条の２」に改める。

第９１条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を削る。

（別海町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一

部改正）

第３条 別海町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年別海町条例第１号）の一部を次のように改正する。

第３条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援センター」

という。）」を加える。

第４条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支援事業者

が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定

により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、

当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する

指定介護予防支援をいう。以下この項及び第１５条第３０号において同じ。）を行う場

合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所におけ

る指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次項において同

じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康保険

中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設立された
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法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス

事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のた

めの情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項

に規定する員数の基準は、利用者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。

第５条第３項第２号中「その管理する指定居宅介護支援事業所と同一の敷地内にあ

る」を削る。

第６条第２項中「利用申込者」を「利用者」に改め、「、前６月間に当該指定居宅介

護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）

がそれぞれ位置づけられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ご

との回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者に

よって提供されたものが占める割合」を削り、同条第８項を同条第９項とし、同条第７

項各号列記以外の部分中「第４項」を「第５項」に改め、同項第１号中「第４項各号」

を「第５項各号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項第１号」を

「第５項第１号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条

第４項中「第７項」を「第８項」に改め、同項第２号中「磁気ディスク、シー・ディ

ー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができ

る物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。第３６条第１項において同じ。）に係る記録媒体をい

う。）」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「利用申込者」を「利用者」に

改め、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密

着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けら

れた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所

において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうち

に同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供さ
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れたものが占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。

第１５条第２号の次に次の２号を加える。

（２）の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。

（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第１５条第１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウとし、アの

次に次のように加える。

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。た

だし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者

の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月にお

いては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができるものと

する。

（ア） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利

用者の同意を得ていること。

（イ） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握

できない情報について、担当者から提供を受けること。

第１５条第３０号中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者

である指定介護予防支援事業者」に改める。

第２６条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を

「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ

ばならない。

第３４条第２項第５号中「第２９条第２項に規定する」を「第３１条第２項に規定す
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る」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「第２８条第２項に規定する」を

「第３０条第２項に規定する」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号を同項第４

号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

（３） 第１５条第２号の３に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第３６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を削る。

（別海町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正）

第４条 別海町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２７年別

海町条例第５号）の一部を次のように改正する。

第２条第３項中「第１８項」を「第１６項」に改める。

第４条中「指定介護予防支援事業者」の前に「地域包括支援センターの設置者であ

る」を加え、「（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」を削り、同条に次の１

項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所

ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を

置かなければならない。

第５条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下「指定

介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規定する」を「地域

包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定により置く」に

改め、同条に次の２項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により置く

管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６第

１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主任介護支援専

門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく

困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支

援専門員を除く。）を第１項に規定する管理者とすることができる。
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４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に掲

げる場合は、この限りでない。

（１） 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従

事する場合

（２） 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援

事業所の管理に支障がない場合に限る。）

第６条第２項中「、介護予防サービス計画」を「、利用者又はその家族に対し介護予

防サービス計画」に改め、同条第３項中「職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者で

ある指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員（以下この章及び次章に

おいて同じ。）」を加え、同条第４項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムそ

の他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を

「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第３８条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に

改める。

第１２条に次の２項を加える。

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほか、

利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防

支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費用の

額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当

該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

第１３条中「前条」の次に「第１項」を加える。

第１４条中「指定介護予防支援事業者」の前に「地域包括支援センターの設置者であ

る」を加え、同条第４号中「規定」の次に「（第３５条第２７号の規定を除く。）」を

加える。

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において「重要事項」とい

う。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を

「前項」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ
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ばならない。

第３３条第２項第１号中「第３２条第１３号」を「第３５条第１３号」に改め、同項

第２号イ中「第３２条第７号」を「第３５条第７号」に改め、同号ウ中「第３２条第９

号」を「第３５条第９号」に改め、同号エ中「第３２条第１４号」を「第３５条第１４

号」に改め、同号オ中「第３２条第１５号」を「第３５条第１５号」に改め、同項第５

号中「第２８条第２項」を「第３０条第２項」に改め、同号を同項第６号とし、同項第

４号中「第２７条第２項」を「第２９条第２項」に改め、同号を同項第５号とし、同項

中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。

（３） 第３５条第２号の３に規定する身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（第３５条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。）の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

第３５条第２号の次に次の２号を加える。

（２）の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。

（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。

第３５条第１５号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に

著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号ウを同号オとし、同

号イ中「訪問しない月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用し

て利用者に面接する月を除く。）」を加え、同号中イをエとし、アの次に次のように加

える。

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。た

だし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の

翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」とい

う。）について、少なくとも連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、

面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等

を活用して、利用者に面接することができる。

（ア） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利

用者の同意を得ていること。
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（イ） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できな

い情報について、担当者から提供を受けること。

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったと

きは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。

第３５条第２０号中「医師又は歯科医師（次号及び第２１号において「主治の医師

等」という。）」を「医師等」に改め、同条に次の１号を加える。

（２７） 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５条

の３０の２第１項の規定により町長から情報の提供を求められた場合には、その求

めに応じなければならない。

第３８条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を削る。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次に掲げる規定は、令和

７年４月１日から施行する。

（１）第１条中別海町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に係る基準に関する条例第３４条に１項を加える改正規定

（２）第２条中別海町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に係る基準に関する条例第３２条に１項を加える改正規定

（３）第３条中別海町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例第２６条に１項を加える改正規定

（４）第４条中別海町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例第２５条
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に１項を加える改正規定

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置）

第２条 この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間における改正後の別海町介

護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関

する条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」という。）第９２条第７号及び第１

９７条第７号及び改正後の別海町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービス

の事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例（以下「新地域密着型介護予防サー

ビス基準条例」という。）第５３条第３項の規定の適用については、これらの規定中

「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会の設置に係る経過措置）

第３条 この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間における新地域密着型サー

ビス基準条例第１０６条の２（新地域密着型サービス基準条例第１２８条、第１４９条、

第１７７条、第１８９条及び第２０２条において準用する場合を含む。）及び新地域密

着型介護予防サービス基準条例第６３条の２（新地域密着型介護予防サービス基準条例

第８６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、「しなければ」と

あるのは、「するよう努めなければ」とする。
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議案第２７号

別海町子ども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例の制定について

別海町子ども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町子ども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例

別海町子ども医療費助成に関する条例（平成１６年別海町条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。

第２条第１号中「満１５歳」を「満１８歳」に改める。

第３条中「医療保険各法の規定による被保険者若しくは被扶養者であり、かつ、別海町

の区域内に住所を有する世帯に属する子どもとする。ただし、次の各号の一に該当するも

のは除くもの」を「次の各号のいずれにも該当する者」に改め、同条各号を次のように改

める。

(１) 本町に住所を有する子ども

(２) 医療保険各法による被保険者又は被扶養者である子ども

第３条に次の２項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、町長は次に掲げる者を受給資格者とすることができる。

(１) 本町に住所を有する保護者の本町以外の市区町村に住所を有する前項第２号に該
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当する子どもであって、当該市区町村において医療費の給付を受けることができない

子ども

(２) その他町長が必要と認める者

３ 前２項の規定にかかわらず、次に掲げる者は受給資格者としない。

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている子ども

(２) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号に規定する措置

により、小規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託され、又は児童福祉

施設に入所し、医療の給付を受けている子ども

(３) 別海町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（昭和４

８年別海町条例第３４号）による医療費の助成を受けている子ども

(４) 婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含

む。）をしている子ども

(５) 本町以外の市区町村に住所を有する保護者の第１項に該当する子どもであり、本

町以外の市区町村による医療費の助成を受けることができる子ども

第１０条を第１２条とする。

第９条中「第５条」を「第６条」に改め、同条を第１１条とする。

第８条の見出し中「損害賠償と」を「助成額」に改め、同条中「関し」を「伴う助成金

支給の原因となる事項が第三者の行為により生じ、保護者が」に改め、同条に次の１項を

加える。

２ 他の法令等により国又は地方公共団体あるいは、独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターによる学校管理下において医療給付を受けることができる場合は、当該助成額から

その額を除くものとする。

第８条を第９条とし、同条の次に次の１条を加える。

（譲渡又は担保の停止）

第１０条 この条例により助成を受ける権利はこれを他人に譲渡し、又は担保してはなら

ない。

第７条を第８条とし、第６条を第７条とする。

第５条第１項中「医療保険各法による被保険者及び被扶養者であって、別海町の区域内

に住所を有する世帯（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯を除

く。）に属する子どもに」を「第３条第１項又は第２項に規定する受給資格者に」に改め、
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同条第２項中「の額が規則で定めるところにより算定した額を超えるときは、その超える

額を」を「を受給者が負担したときは、その額を」に改め、同条を第６条とし、第４条の

次に次の１条を加える。

（受給者証の提示）

第５条 受給資格者は、医療を受けるときは、医療機関等に受給者証を提示するものとす

る。ただし、学校管理下を起因とする傷病等にあっては受給者証を提示してはならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の子ども医療費助成に関する条例の規定は、この条例の施行の

日（以下「施行日」という。）以後の医療に係る医療費助成について適用し、施行日前

の医療に係る医療費助成については、なお従前の例による。

（準備行為）

３ 第４条の規定による受給資格者の認定申請その他この条例を施行するために必要な準

備行為は、この条例の施行日前においても行うことができる。
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議案第２８号

別海町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

別海町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部を改

正する条例

別海町重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（昭和４８年別

海町条例第３４号）の一部を次のように改正する。

第４条第２項中「満１５歳」を「満１８歳」に改め、「負担金」の次に「及び基本利用

料」を加える。

第７条中「被保険者証又は組合員証及び」を削り、同条に次のただし書を加える。

ただし、学校管理下を起因とする傷病等の場合にあっては受給者証を提示してはなら

ない。

第１１条の見出し中「損害賠償と」を「助成額」に改め、同条中「対象者が」の次に

「疾病又は負傷に伴う助成金支給の原因となる事項が第三者の行為により生じ、対象者若
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しくは保護者が」を、「賠償」の次に「等」を加え、「その価額」を「、その価額」に改

め、同条に次の１項を加える。

２ 他の法令等により国又は地方公共団体あるいは、独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターによる学校管理下において医療給付を受けることができる場合は、当該助成額から

その額を除くものとする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の重度心身障害者及びひとり親家庭等医療費助成に関する条例

の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の医療に係る医療費助

成について適用し、施行日前の医療に係る医療費助成については、なお従前の例による。
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議案第２９号

別海町母子健康センター設置条例の一部を改正する条例の制定について

別海町母子健康センター設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町母子健康センター設置条例の一部を改正する条例

別海町母子健康センター設置条例（平成１０年別海町条例第１４号）の一部を次のよう

に改正する。

第４条第１項の表産後ケアの項使用料の欄中「１回につき １,０００円」を「無償」

に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第３０号

別海町中小企業融資条例の一部を改正する条例の制定について

別海町中小企業融資条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町中小企業融資条例の一部を改正する条例

別海町中小企業融資条例（昭和４１年別海町条例第１９号）の一部を次のように改正す

る。

第５条第３号中「１年以上営むもの」を「１年以上営む者を原則とし、創業計画段階あ

るいは創業後１年を経過していない者については、事業運転が健全と認められる場合は融

資の対象者とすることができる」に改め、同条第４号中「前年度までの」を削る。

附則第５項中「令和６年」を「令和７年」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第３１号

別海町普通河川管理条例の一部を改正する条例の制定について

別海町普通河川管理条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町普通河川管理条例の一部を改正する条例

別海町普通河川管理条例（平成１２年別海町条例第１１号）の一部を次のように改正す

る。

別表中「

８ 管の埋

設（外

径 が

0.4 メ

ートル

未満の

ものに

外 径 が

0.07メー

トル未満

のもの

１メート

ル

14円

外 径 が

0.07メー

トル以上

20円
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限

る。）

0.1 メ ー

トル未満

のもの

外 径 が

0.1 メ ー

トル以上

0.15メー

トル未満

のもの

30円

外 径 が

0.15メー

トル以上

0.2 メ ー

トル未満

のもの

41円

外 径 が

0.2 メ ー

トル以上

0.3 メ ー

トル未満

のもの

61円

外 径 が

0.3 メ ー

トル以上

のもの

81円

９ 第１種電柱 １本 380円
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」を「

第２種電柱 580円

第３種電柱 780円

第１種電話柱 340円

第２種電話柱 540円

第３種電話柱 740円

その他柱類 34円

共架電線その他上

空に設ける線類

１メート

ル

３円

８ 管の埋

設（外

径 が

0.4 メ

ートル

未満の

ものに

限

る。）

外 径 が

0.07メー

トル未満

のもの

１メート

ル

16円

外 径 が

0.07メー

トル以上

0.1 メ ー

トル未満

のもの

23円

外 径 が

0.1 メ ー

トル以上

0.15メー

トル未満

35円
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のもの

外 径 が

0.15メー

トル以上

0.2 メ ー

トル未満

のもの

47円

外 径 が

0.2 メ ー

トル以上

0.3 メ ー

トル未満

のもの

70円

外 径 が

0.3 メ ー

トル以上

のもの

93円

９ 第１種電柱 １本 430円

第２種電柱 670円

第３種電柱 900円

第１種電話柱 390円

第２種電話柱 620円

第３種電話柱 850円

その他柱類 39円

- 63 -



」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

共架電線その他上

空に設ける線類

１メート

ル

４円
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議案第３２号

別海町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

別海町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

別海町水道事業の設置等に関する条例（昭和５９年別海町条例第１１号）の一部を次の

ように改正する。

第５条中「第２４３条の２第４項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第３３号

別海町監査委員条例の一部を改正する条例の制定について

別海町監査委員条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

別海町監査委員条例の一部を改正する条例

別海町監査委員条例（平成９年別海町条例第３号）の一部を次のように改正する。

第５条中「法第２４３条の２第３項」を「法第２４３条の２の８第３項」に改める。

附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。
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議案第３４号

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律第３条第８

項の規定に基づき、大成、泉川及び上風連辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙の

とおり変更する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町大成

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町大成３３番地５

　（３）辺地度点数

２２５点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

産業農林道～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和５年度から令和９年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(480,489) (19,800) (460,689) (458,000)
480,489 19,800 460,689 458,000

(1,278,804) (991,073) (287,731) (287,200)
1,200,100 930,078 270,022 269,600
(107,076) (100,614) (6,462) (6,300)
98,170 92,281 5,889 5,700
#REF! #REF! #REF! #REF!

(1,866,369) (1,111,487) (754,882) (751,500)
1,778,759 1,042,159 736,600 733,300

総　合　整　備　計　画　書 （第１次変更）

北　海　道　別　海　町　大　成　辺　地
(辺地の人口　１６７人、面積　２８．６ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路
（上春別原野５４線路肩拡幅・舗装改修事業外１事業）

産 業 農 林 道
（大成零号地区農道整備事業外１事業）

経 営 近 代 化 施 設
（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【上春別原野54線
（L＝4,653ｍ、Ｗ＝5.5ｍ）】

大型農作業機械の通行及び生産物の搬出に対処するため改良・舗装の必要がある。
【大成零号地区（L＝3,659ｍ、Ｗ＝4.0ｍ）、東柏野地区（L＝2,214ｍ、Ｗ＝4.0ｍ）】

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財源 一般財源

別 海 町

北 海 道

北海道農業公社

合　　　　　　　　　計
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１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町泉川

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町泉川１０７番地５２

　（３）辺地度点数

１７１点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

経営近代化施設～

産業農林道～

３．公共的施設の整備計画 令和５年度から令和９年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(276,046) (16,992) (259,054) (257,800)
276,046 16,992 259,054 257,800
(116,830) (109,819) (7,011) (6,800)
116,830 109,819 7,011 6,800
(185,200) (81,015) (104,185) (104,100)

0 0 0 0

(578,076) (207,826) (370,250) (368,700)
392,876 126,811 266,065 264,600

総　合　整　備　計　画　書 （第１次変更）

北　海　道　別　海　町　泉　川　辺　地
(辺地の人口　２９６人、面積　５８．７ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路
（泉川第1地区零号線改良舗装事業外２事業）

経 営 近 代 化 施 設
（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

産 業 農 林 道
（泉川第１地区第２東３号線基盤整備促進事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【泉川第1地区零
号線（L＝1,095ｍ、Ｗ＝4.0ｍ）、別海西部第2地区泉川北6線（L＝500ｍ、Ｗ＝5.5
ｍ）】

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

大型農作業機械の通行及び生産物の搬出に対処するため改良・舗装の必要がある。
【泉川第１地区第２東３号線（Ｌ=1,110ｍ　W=4.0m）】

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財源 一般財源

別 海 町

北海道農業公社

別 海 町

合　　　　　　　　　計
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１．辺地の概況

　（１）辺地を構成する町又は字の名称

野付郡別海町上風連

　（２）地域の中心の位置

野付郡別海町上風連１７４番地４４

　（３）辺地度点数

１４８点

２．公共的施設の整備を必要とする事情

交通道路～

産業農林道～

電気通信施設～

経営近代化施設～

３．公共的施設の整備計画 令和２年度から令和６年度までの５年間

（単位：千円）

事業主体名
(197,601) (37,991) (159,610) (159,400)
193,610 40,723 152,887 152,700

(1,098,056) (669,826) (428,230) (427,700)

1,098,056 669,826 428,230 427,700

(311,500) (209,800) (101,700) (101,700)

311,500 209,800 101,700 101,700

(192,400) (180,856) (11,544) (11,500)

0 0 0 0

(1,799,557) (1,098,473) (701,084) (700,300)

1,603,166 920,349 682,817 682,100

総　合　整　備　計　画　書 （第５次変更）

北　海　道　別　海　町　上　風　連　辺　地
(辺地の人口　386人、面積　１１９．７ｋ㎡）

財 源 内 訳

交 通 道 路
（上風連地区１号線改良舗装事業外１事業）

産 業 農 林 道
（上風連北地区農道整備事業外4事業）

電 気 通 信 施 設

（光ファイバ整備事業）

経 営 近 代 化 施 設
（畜産担い手総合整備型再編整備事業）

近年の交通量の増大、大型農作業機械の通行に対処するため、計画的に道路の改
修、橋梁の架け替え及び補修を実施し、延命化を図る必要がある。【上風連地区１号
線（L＝1,346ｍ　Ｗ＝4.0ｍ）】

大型農作業機械の通行及び生産物の搬出に対処するため改良・舗装の必要がある。
【開南地区（Ｌ=3,030ｍ　W=4.0m）、上風連北地区（L=2,196m　W=4.0m）、根室中部7
号支線地区（L=220m　W=4.0m）、開南北第1地区（L=630m　W=4.0m）、開南北第2地
区（L=300m　W=4.0m）】

現在、光ブロードバンドサービスの提供エリアは町内の一部に限られており、電気通
信に係る地域間格差の解消を図るため、光回線の整備を進める必要がある。

安定した畜産物供給体制の確立のため草地整備等を行い、自給飼料基盤の強化を
図る必要がある。

施 設 名
区 分

事 業 費
一般財源のうち
辺地対策事業債
の 予 定 額

特定財源 一般財源

別 海 町

北 海 道
別 海 町

別 海 町

北 海 道 農 業 公 社

合　　　　　　　　　計
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議案第３５号

町道の路線認定及び廃止について

町道の路線を次のように認定及び廃止する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三
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１ 認定する路線

路 線

番 号
路 線 名 起 点 終 点

重 要 な

経 過 地
備 考

12
根室中部3号主要幹
線 

別海町別海278番地1
地先 

別海町中西別203番
地6地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

365
根室中部2号主要幹
線 

別海町別海265番地6
地先 

別海町上風連175番
地10地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

899 宮舞町6丁目通線 
別海町別海宮舞町
183番地2地先 

別海町別海宮舞町
147番地4地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

900
宮舞町4丁目仲通の1
線 

別海町別海宮舞町
159番地2地先 

別海町別海宮舞町
157番地2地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

901 中西別22号線 
別海町中西別78番地
1地先 

別海町中西別75番地
5地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

902 中西別21号56線 
別海町中西別52番地
1地先 

別海町中西別76番地
33地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項
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１ 認定する路線

路 線

番 号
路 線 名 起 点 終 点

重 要 な

経 過 地
備 考

903 中西別南21号幹線 
別海町中西別86番地
6地先 

別海町中西別76番地
2地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

904 西春別地区南10号線 
別海町西春別235番
地10地先 

別海町西春別238番
地1地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

905 中西別16号56線 
別海町中西別22番地
60地先 

別海町中西別16番地
3地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

906 中西別17号55線 
別海町中西別22番地
15地先 

別海町中西別23番地
3地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

907 中西別北56線 
別海町中西別22番地
57地先 

別海町中西別41番地
10地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項

908 根室中部42号幹線 
別海町美原13番地10
地先 

別海町美原14番地5
地先 

― 
道 路 法
第 ８ 条
第 ２ 項
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2 廃止する路線

路 線

番 号
路 線 名 起 点 終 点

重 要 な

経 過 地
備 考

12
根室中部3号主要幹
線 

別海町別海278番地1
地先 

別海町別海265番地6
地先 

― 
道 路 法
第 10 条
第 ３ 項

365
根室中部2号主要幹
線 

別海町中西別203番
地6地先 

別海町上風連175番
地10地先 

― 
道 路 法
第 10 条
第 ３ 項

246 矢臼別7号線 
別海町別海295番地1
地先 

別海町別海302番地6
地先 

― 
道 路 法
第 10 条
第 ３ 項

422 根室中部3号支線 
別海町別海265番地2
地先 

別海町別海267番地4
地先 

― 
道 路 法
第 10 条
第 ３ 項
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諮問第１号

人権擁護委員候補者の推薦について

次の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の

規定に基づき、議会の意見を求める。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

１ 住 所 野付郡別海町別海川上町１３９番地の１５

２ 氏 名 丹 羽 大 地

３ 生年月日 昭和６３年１０月２６日

４ 任 期 令和６年７月１日から令和９年６月３０日まで

- 75 -



承認第２号

専決処分した事件の承認について

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので報告し、承認

を求める。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

専 決 処 分 書

令和５年度別海町一般会計補正予算（第１０号）について、地方自治法第１７９条第１

項の規定により別冊のとおり専決処分する。

令和６年２月２９日

別海町長 曽 根 興 三
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同意第１号

根室町村等公平委員会委員の選任について

次の者を根室町村等公平委員会委員に選任したいので、地方公務員法第９条の２第２項

の規定により、議会の同意を求める。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

１ 住 所 目梨郡羅臼町礼文町５２番地１

２ 氏 名 石 田 順 一

３ 生年月日 昭和３２年１月１２日

４ 任 期 令和６年４月１日から令和１０年３月３１日まで
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報告第２号

専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項

の規定により報告する。

令和６年３月７日提出

別海町長 曽 根 興 三

専 決 処 分 書

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。

令和６年２月１３日

別海町長 曽 根 興 三

工事請負契約の一部変更について

令和５年９月１５日議案第７３号により議決を経て締結した、旧保健センターとりこわ

し工事請負契約の一部を次のように変更する。

契約金額「５９，８４０，０００円（内消費税及び地方消費税額５,４４０,０００円）」

を「５８,５４２,０００円（内消費税及び地方消費税額５,３２２,０００円）」に改める。
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